
JP 5534854 B2 2014.7.2

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
厚みが０．０８～０．５ｍｍである架橋ポリオレフィン系樹脂発泡シートと、上記架橋ポ
リオレフィン系樹脂発泡シートの一面に積層一体化され且つアクリル酸ブチル成分３０～
７０重量％、アクリル酸２－エチルヘキシル成分１０～５０重量％及び分子内にビシクロ
環構造を有するラジカル重合性モノマー成分５～３０重量％を含有するアクリル系粘着剤
１００重量部と、粘着付与剤３～６０重量部とを含有するアクリル系粘着剤層とを含むこ
とを特徴とする電子機器用粘着シート。
【請求項２】
粘着付与剤が、ロジンエステル系樹脂、重合ロジン又はテルペンフェノール樹脂のうちの
二種類以上を含有していることを特徴とする請求項１に記載の電子機器用粘着シート。
【請求項３】
粘着付与剤が、ロジンエステル系樹脂３～４５重量％、重合ロジン３　～３５重量％及び
テルペンフェノール樹脂３～３５重量％を含有していることを特徴とする請求項１に記載
の電子機器用粘着シート。
【請求項４】
ＪＩＳ　Ｚ０２３７に準拠した９０°剥離強度が１５Ｎ／１０ｍｍ以上であることを特徴
とする請求項１に記載の電子機器用粘着シート。
【請求項５】
４０℃の水中に１２０分間に亘って浸漬した電子機器用粘着シートにおけるＪＩＳ　Ｚ０
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２３７に準拠した９０°剥離強度が１５Ｎ／１０ｍｍ以上であることを特徴とする請求項
１に記載の電子機器用粘着シート。
【請求項６】
５重量％で且つ２５℃の界面活性剤水溶液中に１２０分間に亘って浸漬した電子機器用粘
着シートにおけるＪＩＳ　Ｚ０２３７に準拠した９０°剥離強度が１０Ｎ／１０ｍｍ以上
であることを特徴とする請求項１に記載の電子機器用粘着シート。
【請求項７】
９９．５重量％で且つ２５℃のエチルアルコール水溶液中に１２０分間に亘って浸漬した
電子機器用粘着シートにおけるＪＩＳ　Ｚ０２３７に準拠した９０°剥離強度が１０Ｎ／
１０ｍｍ以上であることを特徴とする請求項１に記載の電子機器用粘着シート。
【請求項８】
３．５重量％で且つ２５℃の食塩水中に１２０分間に亘って浸漬した電子機器用粘着シー
トにおけるＪＩＳ　Ｚ０２３７に準拠した９０°剥離強度が１５Ｎ／１０ｍｍ以上である
ことを特徴とする請求項１に記載の電子機器用粘着シート。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電子機器用粘着シートに関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来から、液晶パネルの組立においては、衝撃を吸収させる目的でクッション材が用い
られている。特許文献１に記載の液晶表示装置は、筺体と前面板の間にゴムクッション材
を具備している。又、特許文献２に記載の液晶表示装置は、液晶パネルとパネルガイドの
間にクッション材を具備している。
【０００３】
　このようなクッション材や衝撃吸収材料として、詳細な検討も行われつつある。例えば
特許文献３には、ゴム系発泡体と、気泡含有粘着層を有する衝撃吸収シートが開示されて
いる。又、この衝撃吸収シートを、画像表示パネルと透明前面板の間に介在させることが
記載されている。
【０００４】
　又、近年、電子機器の小型化・薄型化の要求に伴い、表示パネルは一般的に薄型化の一
途をたどっている。薄型の表示パネルにおいては、用いられるクッション材も薄型であり
ながら高い衝撃吸収能が求められる。
【０００５】
　特に携帯用電子部品に用いられる表示パネルや水回りで使用される家電に用いられる表
示パネルについては、薄型化とともに益々の水密性が求められる。しかしながら、薄型で
ありながら優れた衝撃吸収性及び水密性を両立させることは困難であった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００７－０４７６２０号公報
【特許文献２】特開２００５－３４６０６１号公報
【特許文献３】特開２００６－１１０７７３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明は、厚みが薄いながら十分な衝撃吸収性、接着性及び水密性を有する電子機器用
粘着シートを提供する。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
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　本発明の電子機器用粘着シートは、架橋ポリオレフィン系樹脂発泡シートの少なくとも
一面にアクリル系粘着剤層が積層一体化されてなる電子機器用粘着シートであって、上記
アクリル系粘着剤層は、アクリル酸ブチル成分３０～７０重量％、アクリル酸２－エチル
ヘキシル成分１０～５０重量％及び分子内にビシクロ環構造を有するラジカル重合性モノ
マー成分５～３０重量％を含有するアクリル系粘着剤１００重量部と、粘着付与剤３～６
０重量部とを含有していることを特徴とする。
【０００９】
　架橋ポリオレフィン系樹脂発泡シートを構成しているポリオレフィン系樹脂としては、
重合触媒として四価の遷移金属を含むメタロセン化合物を用いて得られたポリエチレン系
樹脂を４０重量％以上含有するものが好ましい。
【００１０】
　ポリオレフィン系樹脂として、重合触媒として四価の遷移金属を含むメタロセン化合物
を用いて得られたポリエチレン系樹脂を４０重量％以上含有するものを用いることによっ
て、ポリオレフィン系樹脂に粘着性を増加させることなく柔軟性を付与することができる
。
【００１１】
　又、重合触媒として四価の遷移金属を含むメタロセン化合物を用いて得られたポリエチ
レン系樹脂は、その分子量分布が狭く、共重合体の場合、どの分子量成分にも共重合体成
分がほぼ等しい割合で導入されている。従って、発泡シートを均一に架橋させることがで
きる。そして、発泡シートを均一に架橋させていることから発泡シートを必要に応じて均
一に延伸させることができ、得られる架橋ポリオレフィン系樹脂発泡シートの厚みを全体
的に均一なものとすることができる。
【００１２】
　そして、ポリオレフィン系樹脂中における、重合触媒として四価の遷移金属を含むメタ
ロセン化合物を用いて得られたポリエチレン系樹脂の含有量は、４０重量％以上が好まし
く、５０重量％以上がより好ましく、６０重量％以上が特に好ましく、１００重量％が最
も好ましい。なお、重合触媒として四価の遷移金属を含むメタロセン化合物を用いて得ら
れたポリエチレン系樹脂の含有量が１００重量％とは、ポリオレフィン系樹脂として、重
合触媒として四価の遷移金属を含むメタロセン化合物を用いて得られたポリエチレン系樹
脂のみを用いた場合を意味する。
【００１３】
　重合触媒として四価の遷移金属を含むメタロセン化合物を用いて得られたポリエチレン
系樹脂としては、重合触媒として四価の遷移金属を含むメタロセン化合物を用いて、エチ
レンと少量のα－オレフィンとを共重合することにより得られる直鎖状低密度ポリエチレ
ンが好ましい。
【００１４】
　なお、上記α－オレフィンとしては、例えば、プロピレン、１－ブテン、１－ペンテン
、４－メチル－１－ペンテン、１－ヘキセン、１－ヘプテン、１－オクテンなどが挙げら
れる。
【００１５】
　ここで、上記四価の遷移金属を含むメタロセン化合物とは、一般に、遷移金属をπ電子
系の不飽和化合物で挟んだ構造の化合物をいい、ビス（シクロペンタジエニル）金属錯体
が代表的なものである。
【００１６】
　そして、四価の遷移金属を含むメタロセン化合物としては、具体的には、チタン、ジル
コニウム、ニッケル、パラジウム、ハフニウム、白金などの四価の遷移金属に、１又は２
以上のシクロペンタジエニル環又はその類縁体がリガンド（配位子）として存在する化合
物が挙げられる。
【００１７】
　このような四価の遷移金属を含むメタロセン化合物としては、例えば、シクロペンタジ
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エニルチタニウムトリス（ジメチルアミド）、メチルシクロペンタジエニルチタニウムト
リス（ジメチルアミド）、ビス（シクロペンタジエニル）チタニウムジクロリド、ジメチ
ルシリルテトラメチルシクロペンタジエニル－ｔ－ブチルアミドジルコニウムジクロリド
、ジメチルシリルテトラメチルシクロペンタジエニル－ｔ－ブチルアミドハフニウムジク
ロリド、ジメチルシリルテトラメチルシクロペンタジエニル－ｐ－ｎ－ブチルフェニルア
ミドジルコニウムクロリド、メチルフェニルシリルテトラメチルシクロペンタジエニル－
ｔ－ブチルアミドハフニウムジクロリド、インデニルチタニウムトリス（ジメチルアミド
）、インデニルチタニウムトリス（ジエチルアミド）、インデニルチタニウムトリス（ジ
－ｎ－プロピルアミド）、インデニルチタニウムビス（ジ－ｎ－ブチルアミド）（ジ－ｎ
－プロピルアミド）などが挙げられる。
【００１８】
　四価の遷移金属を含むメタロセン化合物は、金属の種類や配位子の構造を変え、特定の
共触媒（助触媒）と組み合わせることにより、各種オレフィンの重合の際、触媒としての
作用を発揮する。具体的には、重合は、通常、四価の遷移金属を含むメタロセン化合物に
共触媒としてメチルアルミノキサン（ＭＡＯ）、ホウ素系化合物などを加えた触媒系で行
われる。なお、四価の遷移金属を含むメタロセン化合物に対する共触媒の使用割合は、１
０～１，０００，０００モル倍が好ましく、５０～５，０００モル倍がより好ましい。
【００１９】
　そして、ポリエチレン系樹脂の重合方法としては、特に限定されず、例えば、不活性媒
体を用いる溶液重合法、実質的に不活性媒体の存在しない塊状重合法、気相重合法などが
挙げられる。なお、重合温度は、通常、－１００℃～３００℃で行なわれ、重合圧力は、
通常、常圧～１００ｋｇ／ｃｍ2で行なわれる。
【００２０】
　四価の遷移金属を含むメタロセン化合物は、活性点の性質が均一であり各活性点が同じ
活性度を備えているため、合成するポリマーの分子量、分子量分布、組成、組成分布など
の均一性が高まる。従って、これらメタロセン化合物を重合触媒として用いて重合された
ポリオレフィン系樹脂は、分子量分布が狭く、共重合体の場合、どの分子量成分にも共重
合体成分がほぼ等しい割合で導入されているという特徴を有する。
【００２１】
　更に、架橋ポリオレフィン系樹脂発泡シートを構成しているポリオレフィン系樹脂には
、重合触媒として四価の遷移金属を含むメタロセン化合物を用いて得られたポリエチレン
系樹脂以外のポリオレフィン系樹脂が含有されていてもよい。このようなポリオレフィン
系樹脂としては、例えば、ポリエチレン系樹脂、ポリプロピレン系樹脂などが挙げられる
。なお、ポリオレフィン系樹脂は、単独で用いられても二種以上が併用されてもよい。
【００２２】
　ポリエチレン系樹脂としては、重合触媒として四価の遷移金属を含むメタロセン化合物
を用いて得られたポリエチレン系樹脂以外であれば、特には限定されず、例えば、直鎖状
低密度ポリエチレン、低密度ポリエチレン、中密度ポリエチレン、高密度ポリエチレン、
エチレンを５０重量％以上含有するエチレン－α－オレフィン共重合体、エチレンを５０
重量％以上含有するエチレン－酢酸ビニル共重合体などが挙げられ、これらは単独で使用
されても二種以上が併用されてもよい。エチレン－α－オレフィン共重合体を構成するα
－オレフィンとしては、例えば、プロピレン、１－ブテン、１－ペンテン、４－メチル－
１－ペンテン、１－ヘキセン、１－ヘプテン、１－オクテンなどが挙げられる。
【００２３】
　又、上記ポリプロピレン系樹脂としては、特には限定されず、例えば、ポリプロピレン
、プロピレンを５０重量％以上含有するプロピレン－α－オレフィン共重合体などが挙げ
られ、これらは単独で使用されても二種以上が併用されてもよい。プロピレン－α－オレ
フィン共重合体を構成するα－オレフィンとしては、例えば、エチレン、１－ブテン、１
－ペンテン、４－メチル－１－ペンテン、１－ヘキセン、１－ヘプテン、１－オクテンな
どが挙げられる。
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【００２４】
　そして、架橋ポリオレフィン系樹脂発泡シートの架橋度は、小さいと、発泡シートを延
伸する場合に発泡シートの表面近傍部の気泡が破泡して表面荒れを生じ、アクリル系粘着
剤層との密着性が低下することがあり、大きいと、後述する発泡性ポリオレフィン系樹脂
組成物の溶融粘度が大きくなり過ぎて、発泡性ポリオレフィン系樹脂組成物を加熱発泡す
る際に発泡性ポリオレフィン系樹脂組成物が発泡に追従し難くなって所望の発泡倍率を有
する架橋ポリオレフィン系樹脂発泡シートが得られず、その結果、衝撃吸収性が劣ってし
まうため、５～６０重量％が好ましく、１０～４０重量％がより好ましい。
【００２５】
　なお、架橋ポリオレフィン系樹脂発泡シートの架橋度は下記の要領で測定されたものを
いう。架橋ポリオレフィン系樹脂発泡シートから約１００ｍｇの試験片を採取し、試験片
の重量Ａ（ｍｇ）を精秤する。次に、この試験片を１２０℃のキシレン３０ｃｍ3中に浸
漬して２４時間放置した後、２００メッシュの金網で濾過して金網上の不溶解分を採取、
真空乾燥し、不溶解分の重量Ｂ（ｍｇ）を精秤する。得られた値に基づいて下記式により
、架橋ポリオレフィン系樹脂発泡シートの架橋度（重量％）を算出する。
　架橋度（重量％）＝１００×（Ｂ／Ａ）
【００２６】
　更に、上記架橋ポリオレフィン系樹脂発泡シートは、その気泡のアスペクト比（ＭＤの
平均気泡径／ＣＤの平均気泡径）が０．２５～１であることが好ましく、気泡のアスペク
ト比（ＭＤの平均気泡径／ＣＤの平均気泡径）が０．２５～１であり且つ気泡のアスペク
ト比（ＣＤの平均気泡径／ＶＤの平均気泡径）が２～１８であることがより好ましい。
【００２７】
　詳細には、架橋ポリオレフィン系樹脂発泡シートにおけるＭＤの平均気泡径とＣＤの平
均気泡径との比、即ち、気泡のアスペクト比（ＭＤの平均気泡径／ＣＤの平均気泡径）が
、小さいと、架橋ポリオレフィン系樹脂発泡シートの発泡倍率が低下して柔軟性が低下し
、或いは、架橋ポリオレフィン系樹脂発泡シートの厚み、柔軟性及び引張強度にばらつき
が発生することがあり、大きいと、架橋ポリオレフィン系樹脂発泡シートの柔軟性が低下
するので、０．２５～１が好ましく、０．２５～０．６０がより好ましい。
【００２８】
　又、上記架橋ポリオレフィン系樹脂発泡シートにおけるＣＤの平均気泡径とＶＤの平均
気泡径との比、即ち、気泡のアスペクト比（ＣＤの平均気泡径／ＶＤの平均気泡径）は、
小さいと、架橋ポリオレフィン系樹脂発泡シートの柔軟性が低下し、大きいと、架橋ポリ
オレフィン系樹脂発泡シートの発泡倍率が低下して柔軟性が低下し、或いは、架橋ポリオ
レフィン系樹脂発泡シートの厚み、柔軟性及び引張強度にばらつきが発生することがある
ので、２～１８が好ましく、２．５～１５がより好ましい。
【００２９】
　なお、架橋ポリオレフィン系樹脂発泡シートのＭＤ〔ｍａｃｈｉｎｅ ｄｉｒｅｃｔｉ
ｏｎ〕とは押出方向をいい、架橋ポリオレフィン系樹脂発泡シートのＣＤ〔ｃｒｏｓｓｉ
ｎｇ ｄｉｒｅｃｔｉｏｎ〕とは、ＭＤ（ｍａｃｈｉｎｅ　ｄｉｒｅｃｔｉｏｎ）に直交
し且つ架橋ポリオレフィン系樹脂発泡シートの表面に沿った方向をいい、架橋ポリオレフ
ィン系樹脂発泡シートのＶＤ〔ｖｅｒｔｉｃａｌ（ｔｈｉｃｋｎｅｓｓ）ｄｉｒｅｃｔｉ
ｏｎ）とは、架橋ポリオレフィン系樹脂発泡シートの表面に対して直交する方向をいう。
【００３０】
　次に、架橋ポリオレフィン系樹脂発泡シートのＭＤの平均気泡径は下記の要領で測定さ
れたものをいう。即ち、架橋ポリオレフィン系樹脂発泡シートをそのＣＤにおける略中央
部においてＶＤに平行な面で全長に亘って切断する。
【００３１】
　しかる後、架橋ポリオレフィン系樹脂発泡シートの切断面を、走査型電子顕微鏡（ＳＥ
Ｍ）を用いて６０倍に拡大し、架橋ポリオレフィン系樹脂発泡シートのＶＤの全長が収ま
るように写真撮影する。
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【００３２】
　得られた写真における、架橋ポリオレフィン系樹脂発泡シートのＶＤの中央部に対応す
る部分に、写真上での長さが１５ｃｍ（拡大前の実際の長さ２５００μｍ）の直線を、架
橋ポリオレフィン系樹脂発泡シート表面と平行になるように描く。
【００３３】
　次に、上記直線上に位置する気泡数を目視により数え、下記式に基づいて気泡のＭＤの
平均気泡径を算出する。
　　ＭＤの平均気泡径（μｍ）＝２５００（μｍ）／気泡数（個）
【００３４】
　又、架橋ポリオレフィン系樹脂発泡シートのＶＤの平均気泡径は下記の要領で測定され
たものをいう。即ち、架橋ポリオレフィン系樹脂発泡シートのＭＤの平均気泡径を算出す
る際の要領と同様の要領で写真撮影を行なう。
【００３５】
　得られた写真において、写真撮影された架橋ポリオレフィン系樹脂発泡シートの切断面
をＭＤに四分割する三本の直線を、架橋ポリオレフィン系樹脂発泡シートの表面に対して
直交する方向（ＶＤ）に発泡シートの全長に亘って描く。
【００３６】
　しかる後、各直線の長さを測定するとともに各直線上に位置する気泡数を目視により数
え、下記式に基づいて各直線毎に気泡のＶＤの平均気泡径を算出し、これらの相加平均を
気泡のＶＤの平均気泡径とする。
　ＶＤの平均気泡径（μｍ）＝写真上における直線の長さ(μｍ)/(６０×気泡数（個）)
【００３７】
　次に、架橋ポリオレフィン系樹脂発泡シートのＣＤの平均気泡径は下記の要領で測定さ
れたものをいう。即ち、架橋ポリオレフィン系樹脂発泡シートをそのＣＤに平行で且つ架
橋ポリオレフィン系樹脂発泡シートの表面に対して直交する方向（ＶＤ）に平行な面で厚
み方向の全長に亘って切断する。
【００３８】
　しかる後、架橋ポリオレフィン系樹脂発泡シートの切断面を、走査型電子顕微鏡（ＳＥ
Ｍ）を用いて６０倍に拡大し、架橋ポリオレフィン系樹脂発泡シートの厚み方向の全長が
収まるように写真撮影する。
【００３９】
　そして、得られた写真に基づいて、架橋ポリオレフィン系樹脂発泡シートのＭＤの平均
気泡径を測定した時と同様の要領で、ＣＤの平均気泡径を算出する。
【００４０】
　なお、上述の平均気泡径を測定する要領において、直線上に位置する気泡数を数えるに
あたっては、写真上に表れた気泡断面のみに基づいて気泡径を判断する。即ち、気泡同士
は、架橋ポリオレフィン系樹脂発泡シートの切断面においては気泡壁によって互いに完全
に分離しているように見えても、架橋ポリオレフィン系樹脂発泡シートの切断面以外の部
分において互いに連通しているような場合もあるが、本発明においては、架橋ポリオレフ
ィン系樹脂発泡シートの切断面以外の部分において互いに連通しているか否かについて考
慮せず、写真上に表れた気泡膜断面のみに基づいて気泡形態を判断し、写真上に表れた気
泡膜断面により完全に囲まれた一個の空隙部分を一個の気泡として判断する。
【００４１】
　そして、直線上に位置するとは、直線が気泡を該気泡の任意の部分において完全に貫通
している場合をいい、又、直線の両端部においては、直線が気泡を完全に貫通することな
く直線の端部が気泡内に位置した状態となっているような場合には、この気泡を０．５個
として数える。
【００４２】
　なお、架橋ポリオレフィン系樹脂発泡シートの切断面を写真撮影する際、架橋ポリオレ
フィン系樹脂発泡シートの切断面を着色すると気泡の判別が容易になるとともに、２５０
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０μｍの目盛りを一緒に拡大して写真撮影しておくと、写真上における直線長さを特定し
易くなる。
【００４３】
　上述のような架橋ポリオレフィン系樹脂発泡シートを用いることにより、本発明の電子
機器用粘着シートは、その厚みが薄くても極めて優れた衝撃吸収性を有し且つ水密性にも
優れたものとなる。
【００４４】
　架橋ポリオレフィン系樹脂発泡シートの独立気泡率は、低いと、電子機器用粘着シート
の水密性が低下するので、８０％以上が好ましく、９５％以上がより好ましい。なお、架
橋ポリオレフィン系樹脂発泡シートの独立気泡率は下記の要領で測定されたものをいう。
【００４５】
　架橋ポリオレフィン系樹脂発泡シートの独立気泡率の測定方法としては、先ず、架橋ポ
リオレフィン系樹脂発泡シートから一辺５ｃｍの平面正方形状で且つ一定厚みの試験片を
切り出す。続いて、上記試験片の重量Ｗ1を測定し、更に、試験片の厚みを測定して試験
片の見掛け体積Ｖ1を算出する。
【００４６】
　次に、上記のようにして得られた値を下記式（１）に代入し、気泡の占める見掛け体積
Ｖ2を算出する。なお、試験片を構成しているポリオレフィン系樹脂の密度はρｇ／ｃｍ3

とする。
　気泡の占める見掛け体積Ｖ2＝Ｖ1－Ｗ1／ρ　・・・（１）
【００４７】
　続いて、上記試験片を２３℃の蒸留水中に、試験片の上面から水面までの距離が１００
ｍｍになるように沈めて、試験片に１５ｋＰａの圧力を３分間に亘って加える。しかる後
、試験片を蒸留水中から取り出して、試験片の表面に付着した水分を除去して試験片の重
量Ｗ2を測定し、下記式（２）に基づいて連続気泡率Ｆ1を算出して、この連続気泡率Ｆ1

から独立気泡率Ｆ2を求める。
　連続気泡率Ｆ1（％）＝１００×（Ｗ2－Ｗ1）／Ｖ2　・・・（２）
　独立気泡率Ｆ2（％）＝１００－Ｆ1　・・・（３）
【００４８】
　又、架橋ポリオレフィン系樹脂発泡シートのＪＩＳ Ｋ６７６７に準拠した２５％圧縮
強度は、大きいと、衝撃吸収性が低下することがあるので、４．９×１０4Ｐａ以下が好
ましく、小さ過ぎると、製造段階において厚み一定性に劣ることがあるので、２×１０4

～４×１０4Ｐａがより好ましい。
【００４９】
　更に、架橋ポリオレフィン系樹脂発泡シートにおけるＭＤ又はＣＤの少なくとも一方向
における２３℃での引張強度は、小さいと、貼り合せ作業中に架橋ポリオレフィン系樹脂
発泡シートが切断するおそれがあるので、１．９６×１０6Ｐａ以上が好ましく、大き過
ぎると、電子機器用粘着シートの取り扱い性が低下することがあるので、２．２×１０6

～８．０×１０6Ｐａがより好ましい。なお、架橋ポリオレフィン系樹脂発泡シートのＭ
Ｄ又はＣＤにおける２３℃での引張強度は、ＪＩＳ Ｋ６７６７に準拠して測定されたも
のをいう。
【００５０】
　次に、架橋ポリオレフィン系樹脂発泡シートの製造方法について説明する。架橋ポリオ
レフィン系樹脂発泡シートの製造方法としては、特に限定されず、例えば、重合触媒とし
て四価の遷移金属を含むメタロセン化合物を用いて得られたポリエチレン系樹脂を４０重
量％以上含有するポリオレフィン系樹脂及び熱分解型発泡剤を含有する発泡性ポリオレフ
ィン系樹脂組成物を押出機に供給して溶融混練し、押出機からシート状に押出すことによ
って発泡性ポリオレフィン系樹脂シートを製造する工程と、この発泡性ポリオレフィン系
樹脂シートを架橋させる工程と、得られた発泡シートを溶融又は軟化させ、ＭＤ或いはＣ
Ｄの何れか一方又は双方の方向に向かって延伸させて発泡シートの気泡を延伸する工程と
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を含有する方法が挙げられる。なお、発泡シートの気泡を延伸する工程は必要に応じて行
われればよい。
【００５１】
　そして、発泡性ポリオレフィン系樹脂シートを架橋させる方法としては、例えば、発泡
性ポリオレフィン系樹脂シートに電子線、α線、β線、γ線などの電離性放射線を照射す
る方法、発泡性ポリオレフィン系樹脂組成物に予め有機過酸化物を配合しておき、得られ
た発泡性ポリオレフィン系樹脂シートを加熱して有機過酸化物を分解させる方法などが挙
げられ、これらの方法は併用されてもよい。
【００５２】
　有機過酸化物としては、例えば、１，１－ビス（ｔ－ブチルパーオキシ）３，３，５－
トリメチルシクロヘキサン、１，１－ビス（ｔ－ブチルパーオキシ）シクロヘキサン、２
，２－ビス（ｔ－ブチルパーオキシ）オクタン、ｎ－ブチル－４，４－ビス（ｔ－ブチル
パーオキシ）バレレート、ジ－ｔ－ブチルパーオキサイド、ｔ－ブチルクミルパーオキサ
イド、ジクミルパーオキサイド、α，α’－ビス（ｔ－ブチルパーオキシ－ｍ－イソプロ
ピル）ベンゼン、２，５－ジメチル－２，５－ジ（ｔ－ブチルパーオキシ）ヘキサン、２
，５－ジメチル－２，５－ジ（ｔ－ブチルパーオキシ）ヘキシン－３、ベンゾイルパーオ
キサイド、クミルパーオキシネオデカネート、ｔ－ブチルパーオキシベンゾエート、２，
５－ジメチル－２，５－ジ（ベンゾイルパーオキシ）ヘキサン、ｔ－ブチルパーオキシイ
ソプロピルカーボネート、ｔ－ブチルパーオキシアリルカーボネートなどが挙げられ、こ
れらは単独で用いられても二種以上が併用されてもよい。
【００５３】
　有機過酸化物の添加量は、少ないと、発泡性ポリオレフィン系樹脂シートの架橋が不充
分となることがあり、多いと、得られる架橋ポリオレフィン系樹脂発泡シート中に有機過
酸化物の分解残渣が残留することがあるので、ポリオレフィン系樹脂１００重量部に対し
、０．０１～５重量部が好ましく、０．１～３重量部がより好ましい。
【００５４】
　発泡性ポリオレフィン系樹脂組成物中における熱分解型発泡剤の添加量は、架橋ポリオ
レフィン系樹脂発泡シートの発泡倍率に応じて適宜決定してよいが、少ないと、発泡性ポ
リオレフィン系樹脂シートの発泡性が低下し、所望発泡倍率を有する架橋ポリオレフィン
系樹脂発泡シートを得ることができないことがあり、多いと、得られる架橋ポリオレフィ
ン系樹脂発泡シートの引張強度及び圧縮回復性が低下することがあるので、ポリオレフィ
ン系樹脂１００重量部に対して１～４０重量部が好ましく、１～３０重量部がより好まし
い。
【００５５】
　なお、発泡性ポリオレフィン系樹脂組成物には、架橋ポリオレフィン系樹脂発泡シート
の物性を損なわない範囲で必要に応じて、酸化防止剤、酸化亜鉛などの発泡助剤、気泡核
調整材、熱安定剤、着色剤、難燃剤、帯電防止剤、充填材などが含有されていてもよい。
【００５６】
　又、発泡性ポリオレフィン系樹脂シートを発泡させる方法としては、特には限定されず
、例えば、熱風により加熱する方法、赤外線により加熱する方法、塩浴による方法、オイ
ルバスによる方法などが挙げられ、これらは併用してもよい。
【００５７】
　そして、発泡シートの延伸は、発泡性ポリオレフィン系樹脂シートを発泡させて発泡シ
ートを得た後に行ってもよいし、或いは、発泡性ポリオレフィン系樹脂シートを発泡させ
つつ行ってもよい。なお、発泡性ポリオレフィン系樹脂シートを発泡させて発泡シートを
得た後、発泡シートを延伸する場合には、発泡シートを冷却することなく発泡時の溶融状
態を維持したまま続けて発泡シートを延伸しても、或いは、発泡シートを冷却した後、再
度、発泡シートを加熱して溶融又は軟化状態とした上で発泡シートを延伸してもよい。
【００５８】
　ここで、発泡シートの溶融状態とは、発泡シートをその両面温度が、発泡シートを構成
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しているポリオレフィン系樹脂の融点以上に加熱した状態をいう。上記発泡シートを延伸
することによって、発泡シートの気泡を所定方向に延伸し変形させて、気泡のアスペクト
比が所定範囲内となった架橋ポリオレフィン系樹脂発泡シートを製造することができる。
【００５９】
　更に、発泡シートの延伸方向にあたっては、長尺状の発泡性ポリオレフィン系樹脂シー
トのＭＤ若しくはＣＤに向かって、又は、ＭＤ及びＣＤに向かって延伸させる。なお、発
泡シートをＭＤ及びＣＤに向かって延伸させる場合、発泡シートをＭＤ及びＣＤに向かっ
て同時に延伸してもよいし、一方向ずつ別々に延伸してもよい。
【００６０】
　上記発泡シートをＭＤに延伸する方法としては、例えば、長尺状の発泡性ポリオレフィ
ン系樹脂シートを発泡工程に供給する速度（供給速度）よりも、発泡後に長尺状の発泡シ
ートを冷却しながら巻き取る速度（巻取速度）を速くすることによって発泡シートをＭＤ
に延伸する方法、得られた発泡シートを延伸工程に供給する速度（供給速度）よりも、発
泡シートを巻き取る速度（巻取速度）を速くすることによって発泡シートをＭＤに延伸す
る方法などが挙げられる。
【００６１】
　なお、前者の方法において、発泡性ポリオレフィン系樹脂シートは、それ自身の発泡に
よってＭＤに膨張するので、発泡シートをＭＤに延伸する場合には、発泡性ポリオレフィ
ン系樹脂シートの発泡によるＭＤへの膨張分を考慮した上で、その膨張分以上に発泡シー
トがＭＤに延伸されるように、シートの供給速度と巻取り速度とを調整する必要がある。
【００６２】
　又、上記発泡シートをＣＤに延伸する方法としては、発泡シートのＣＤの両端部を一対
の把持部材によって把持し、この一対の把持部材を互いに離間する方向に徐々に移動させ
ることによって発泡シートをＣＤに延伸する方法が好ましい。なお、発泡性ポリオレフィ
ン系樹脂シートは、それ自身の発泡によってＣＤに膨張するので、発泡シートをＣＤに延
伸する場合には、発泡性ポリオレフィン系樹脂シートの発泡によるＣＤへの膨張分を考慮
した上で、その膨張分以上に発泡シートがＣＤに延伸されるように調整する必要がある。
【００６３】
　ここで、架橋ポリオレフィン系樹脂発泡シートのＭＤにおける延伸倍率は、小さいと、
架橋ポリオレフィン系樹脂発泡シートの柔軟性及び引張強度が低下することがあり、大き
いと、発泡シートが延伸中に切断したり或いは発泡中の発泡シートから発泡ガスが抜けて
しまって、得られる架橋ポリオレフィン系樹脂発泡シートの発泡倍率が著しく低下し、架
橋ポリオレフィン系樹脂発泡シートの柔軟性及び引張強度が低下したり品質が不均一とな
ったりすることがあるので、１．１～２．０倍が好ましく、１．２～１．５倍がより好ま
しい。
【００６４】
　なお、架橋ポリオレフィン系樹脂発泡シートのＭＤにおける延伸倍率は下記要領で算出
される。即ち、架橋ポリオレフィン系樹脂発泡シートの発泡倍率の三乗根Ｆを求める一方
、巻取速度と供給速度の比（巻取速度／供給速度）Ｒを求め、下記式に基づいて架橋ポリ
オレフィン系樹脂発泡シートのＭＤにおける延伸倍率を算出することができる。但し、架
橋ポリオレフィン系樹脂発泡シートの発泡倍率は、発泡性ポリオレフィン系樹脂シートの
比重を架橋ポリオレフィン系樹脂発泡シートの比重で除したものをいう。
　発泡シートのＭＤにおける延伸倍率（倍）＝Ｒ／Ｆ
【００６５】
　又、架橋ポリオレフィン系樹脂発泡シートのＣＤにおける延伸倍率は、小さいと、架橋
ポリオレフィン系樹脂発泡シートの柔軟性及び引張強度が低下することがあり、大きいと
、発泡シートが延伸中に切断したり或いは発泡中の発泡シートから発泡ガスが抜けてしま
って、得られる架橋ポリオレフィン系樹脂発泡シートの発泡倍率が著しく低下し、架橋ポ
リオレフィン系樹脂発泡シートの柔軟性及び引張強度が低下したり品質が不均一となった
りすることがあるので、１．２～４．５倍が好ましく、１．５～３．５倍がより好ましい
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。
【００６６】
　なお、架橋ポリオレフィン系樹脂発泡シートにおけるＣＤの延伸倍率は、発泡性ポリオ
レフィン系樹脂シートをそのＭＤ及びＣＤに延伸させずに加熱、発泡させて得られた架橋
ポリオレフィン系樹脂発泡シートのＣＤの長さをＷ3とする一方、ＣＤに延伸させた架橋
ポリオレフィン系樹脂発泡シートのＣＤの長さをＷ4とし、下記式に基づいて算出するこ
とができる。
　　発泡シートのＣＤにおける延伸倍率（倍）＝Ｗ4／Ｗ3

【００６７】
　そして、架橋ポリオレフィン系樹脂発泡シートの厚みとしては、特に限定はされないが
、薄いと、架橋ポリオレフィン系樹脂発泡シートの柔軟性や引張強さなどが低下して、得
られる電子機器用粘着シートの衝撃吸収性、風合いや機械的強度などが低下し、厚くして
も、電子機器用粘着シートの性能の向上を見込めず、経済性が低下するので、０．０８～
０．５ｍｍが好ましい。
【００６８】
　上記架橋ポリオレフィン系樹脂発泡シートの少なくとも一面、好ましくは両面にはアク
リル系粘着剤層が積層一体化されている。アクリル系粘着剤層は、アクリル系粘着剤と粘
着付与剤とを含有している。そして、アクリル系粘着剤は、アクリル酸ブチル成分、アク
リル酸２－エチルヘキシル成分及び分子内にビシクロ環構造を有するラジカル重合性モノ
マー成分を含有している。
【００６９】
　アクリル系粘着剤中におけるアクリル酸ブチル成分の含有量は、少ないと、アクリル系
粘着剤の耐熱性が低下することがあり、多いと、アクリル系粘着剤の初期粘着性が低下す
ることがあるので、３０～７０重量％に限定され、４０～７０重量％が好ましい。
【００７０】
　アクリル系粘着剤中におけるアクリル酸２－エチルヘキシル成分の含有量は、少ないと
、アクリル系粘着剤が低極性の被着体に粘着しにくくなることがあり、多いと、アクリル
系粘着剤の凝集性が損なわれることがあるので、１０～５０重量％に限定され、１５～４
０重量％が好ましい。
【００７１】
　アクリル系粘着剤中にはモノマー成分として分子内にビシクロ環構造を有するラジカル
重合性モノマー成分が含有されている。なお、ビシクロ環構造とは、二環が２個以上の原
子を共有している飽和脂環炭化水素構造をいう。
【００７２】
　このように、アクリル系粘着剤中にモノマー成分として、分子内にビシクロ環構造を有
するラジカル重合性モノマー成分を含有させることによって、アクリル系粘着剤層の低温
（－２０℃）における耐衝撃性を向上させることができると共に、アクリル系粘着剤層の
粘着性を向上させることができる。
【００７３】
　分子内にビシクロ環構造を有するラジカル重合性モノマーとしては、ラジカル重合が可
能であれば、特に限定されず、例えば、イソボルニル（メタ）アクリレート、ノルボルニ
ル（メタ）アクリレート、ビシクロ［３．２．１］オクチル－２－（メタ）アクリレート
、ビシクロ［３．３．１］ノニル－９－（メタ）アクリレートなどが挙げられ、イソボル
ニル基を有するラジカル重合性モノマーが好ましく、イソボルニル（メタ）アクリレート
がより好ましく、イソボルニルアクリレートが特に好ましい。なお、（メタ）アクリレー
トは、メタクリレート又はアクリレートを意味する。
【００７４】
　アクリル系粘着剤中において、分子内にビシクロ環構造を有するラジカル重合性モノマ
ー成分の含有量は、少なくても多くても、アクリル系粘着剤層の低温での耐衝撃性の向上
の効果が発現しないことがあるので、５～３０重量％に限定され、１０～２５重量％がよ
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り好ましい。
【００７５】
　又、アクリル系粘着剤中にはアクリル酸エチル成分が含有されていてもよい。アクリル
系粘着剤中におけるアクリル酸エチル成分の含有量は、少ないと、電子機器用粘着シート
の水密性が低下することがあり、多いと、アクリル系粘着剤の粘度が高くなりすぎて塗工
性が低下し、或いは、アクリル系粘着剤層が硬くなりすぎることがあるので、５～１５重
量％が好ましく、５～１０重量％がより好ましい。
【００７６】
　アクリル系粘着剤には、アクリル酸ブチル、アクリル酸２－エチルヘキシル及び分子内
にビシクロ環構造を有するラジカル重合性モノマー成分と共重合可能な他の成分が含有さ
れていてもよい。前記他の成分としては、例えば、得られる粘着剤の凝集力を高める目的
で添加されるものであって、アクリル系粘着剤層を構成する樹脂の主鎖間に架橋構造を形
成するのに寄与するもの、アクリル系粘着剤層を構成する樹脂のガラス転移温度（Ｔｇ）
を上昇させるものなどが用いられる。
【００７７】
　上記アクリル系粘着剤層を構成する樹脂の主鎖間に架橋構造を形成するのに寄与する他
の成分としては、特に限定されず、例えば、（メタ）アクリル酸－２－ヒドロキシエチル
、（メタ）アクリル酸グリシジル、アリルグリシジルエーテルといったビニルモノマーな
どが挙げられる。
【００７８】
　又、上記アクリル系粘着剤層を構成する樹脂のガラス転移温度（Ｔｇ）を上昇させる他
の成分としては、特に限定されず、例えば、（メタ）アクリル酸、クロトン酸、マレイン
酸、イタコン酸などのカルボキシ基含有モノマー；ｎ－メチロールアクリルアミドなどの
水酸基含有モノマー；無水マレイン酸、酢酸ビニル、スチレンなどが挙げられ、アクリル
酸が好ましい。
【００７９】
　そして、アクリル系粘着剤において、アクリル酸ブチル成分、アクリル酸２－エチルヘ
キシル成分及び分子内にビシクロ環構造を有するラジカル重合性モノマー成分と共重合可
能な他の成分（アクリル酸エチルを除く）の含有量は、少ないと、得られるアクリル系粘
着剤の粘着力やタックが低下することがあり、多いと、得られるアクリル系粘着剤の架橋
が不十分となり凝集力が低下することがあるので、１～１５重量％が好ましく、２～１０
重量％がより好ましい。
【００８０】
　アクリル系粘着剤において、アクリル酸ブチル成分、アクリル酸２－エチルヘキシル成
分及び分子内にビシクロ環構造を有するラジカル重合性モノマー成分と共重合可能な他の
成分で且つアクリル系粘着剤の樹脂の主鎖間に架橋構造を形成するのに寄与する他の成分
の含有量は、少ないと、得られるアクリル系粘着剤の架橋が不十分となり凝集力が低下す
ることがあり、多いと、得られるアクリル系粘着剤の粘着力やタックが低下することがあ
るので、０．０１～１０重量％が好ましく、０．０５～５重量％がより好ましい。
【００８１】
　更に、上記アクリル系粘着剤のＧＰＣ（Gel Permeation Chromatography：ゲルパーミ
エーションクロマトグラフィ）法によりポリスチレン換算分子量として測定された重量平
均分子量は、小さいと、形成される粘着剤層が、被着体の変形に伴って生じる剥離応力に
よって被着体から剥離し易くなり、電子機器用粘着シートの水密性が低下することがあり
、大きいと、粘着剤の粘着力が低下し、更に、アクリル系粘着剤層が、被着体の変形に伴
って生じる剥離応力によって被着体から剥離し易くなり、電子機器用粘着シートの水密性
が低下することがあるので、３０万～１５０万が好ましく、３０万～１００万が好ましく
、３５万～９０万がより好ましく、４０万～６５万が特に好ましい。
【００８２】
　なお、上記アクリル系粘着剤のＧＰＣ法によりポリスチレン換算分子量として測定され
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た重量平均分子量は、アクリル系粘着剤をテトラヒドロフラン（ＴＨＦ）によって５０倍
希釈して得られた希釈液をフィルターで濾過し、得られた濾液に基づいて、アクリル系粘
着剤のポリスチレン換算分子量をゲルパーミエーションクロマトグラフによって測定する
ことにより得ることができる。上記ゲルパーミエーションクロマトグラフとしては、例え
ば、Water社から商品名「2690 Separations Model」で市販されているものなどが使用で
きる。
【００８３】
　そして、上記アクリル系粘着剤を得るには、アクリル酸ブチル、アクリル酸２－エチル
ヘキシル及び分子内にビシクロ環構造を有するラジカル重合性モノマーを必要に応じて他
のビニルモノマーと共に、重合開始剤の存在下にてラジカル重合させればよい。なお、重
合方法としては、従来公知の方法が用いられ、例えば、溶液重合、乳化重合、懸濁重合、
塊状重合などが挙げられる。
【００８４】
　アクリル酸ブチル、アクリル酸２－エチルヘキシル及び分子内にビシクロ環構造を有す
るラジカル重合性モノマーを含むモノマーをラジカル重合する際、連鎖移動剤の存在下に
てラジカル重合を行ってアクリル系粘着剤を製造することが好ましい。
【００８５】
　この連鎖移動剤をラジカル重合時に存在させることによって、得られるアクリル系粘着
剤は、低分子量成分の割合が増加し、低温における耐衝撃性に優れたものとなる。
【００８６】
　連鎖移動剤としては、特に限定されず、例えば、ドデシルメルカプタン、ｔ－ブチルメ
ルカプタン、ｎ－オクチルメルカプタン、チオグリコール酸イソオクチルなどが挙げられ
、ドデシルメルカプタンが好ましい。
【００８７】
　ラジカル重合時に用いられる連鎖移動剤の量は、少ないと、得られるアクリル系粘着剤
の重量平均分子量が高くなってアクリル系粘着剤が低温において硬くなり、アクリル系粘
着剤の低温における耐衝撃性が低下することがあり、多いと、得られるアクリル系粘着剤
の分子量が低下し過ぎてアクリル系粘着剤の粘着性が低下することがあるので、ラジカル
重合させるモノマーの総量１００重量部に対して０．０１～０．２重量部が好ましく、０
．０３～０．０８重量部がより好ましい。
【００８８】
　そして、上記重合開始剤としては、特に限定されず、例えば、１，１－ビス（ｔ－ヘキ
シルパーオキシ）－３，３，５－トリメチルシクロヘキサン、ｔ－ヘキシルパーオキシピ
バレート、ｔ－ブチルパーオキシピバレート、２，５－ジメチル－２，５－ビス（２－エ
チルヘキサノイルパーオキシ）ヘキサン、ｔ－ヘキシルパーオキシ－２－エチルヘキサノ
エート、ｔ－ブチルパーオキシ－２－エチルヘキサノエート、ｔ－ブチルパーオキシイソ
ブチレート、ｔ－ブチルパーオキシ－３，５，５－トリメチルヘキサノエート、ｔ－ブチ
ルパーオキシラウレートなどが挙げられ、１，１－ビス（ｔ－ヘキシルパーオキシ）－３
，３，５－トリメチルシクロヘキサン、ｔ－ヘキシルパーオキシピバレートが好ましい。
なお、上記重合開始剤は単独で用いられても、二種以上が併用されてもよい。
【００８９】
　上記アクリル系粘着剤層には、アクリル系粘着剤の流動性を抑制し、剪断方向の水密性
を向上させて止水性を向上させることを目的として粘着付与剤が含有されている。
【００９０】
　そして、アクリル系粘着剤層中における粘着付与剤の含有量は、少ないと、アクリル系
粘着剤層が、被着体の変形に伴って生じる剥離応力によって被着体から剥離し易くなり、
電子機器用粘着シートの水密性が低下し、多いと、アクリル系粘着剤層が硬くなって粘着
力やタックが低下することがあるので、アクリル系粘着剤１００重量部に対して、３～６
０重量部に限定され、１０～４０重量部が好ましく、２０～３５重量部がより好ましい。
【００９１】
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　粘着付与剤としては、ロジンエステル系樹脂、重合ロジン、不均化ロジン、水添ロジン
、部分不均化ロジンなどのロジン系樹脂、テルペンフェノール樹脂、芳香族変性テルペン
樹脂、ロジンフェノール樹脂などのテルペン系樹脂、アルキルフェノール樹脂などが挙げ
られ、ロジンエステル系樹脂、重合ロジン、テルペンフェノール樹脂が好ましく、ロジン
エステル系樹脂、重合ロジン及びテルペンフェノール樹脂のうちの二種類以上を併用する
ことが好ましい。
【００９２】
　そして、重合ロジンとしては、例えば、アビエチン酸などの樹脂酸の二量体などが挙げ
られる。又、ロジンエステル系樹脂とは、アビエチン酸を主成分とするロジン樹脂、不均
化ロジン樹脂及び水添ロジン樹脂や、アビエチン酸などの樹脂酸の二量体（重合ロジン）
などを、アルコール類によってエステル化させて得られる樹脂である。なお、ロジンエス
テル系樹脂には、エステル化に用いたアルコール類の水酸基の一部がエステル化に使用さ
れずに樹脂内に含有されてなるものも含む。ロジン樹脂をエステル化したものがロジンエ
ステル樹脂である。不均化ロジン樹脂をエステル化したものが不均化ロジンエステル樹脂
である。水添ロジン樹脂をエステル化したものが水添ロジンエステル樹脂である。重合ロ
ジン樹脂をエステル化したものが重合ロジンエステル樹脂である。
【００９３】
　又、上記エステル化に使用されるアルコール類としては、エチレングリコール、グリセ
リン、ペンタエリスリトールなどの多価アルコールが挙げられる。
【００９４】
　上記アクリル系粘着剤層中におけるロジンエステル系樹脂の含有量は、少ないと、剪断
方向の剥離応力に対してアクリル系粘着剤層が被着体から容易に剥離してしまうことがあ
り、或いは、ポリオレフィン系樹脂成形体に対するアクリル系粘着剤層の粘着性が低下す
ることがあり、多いと、アクリル系粘着剤層が硬くなって初期タック性が低下することが
あるので、アクリル系粘着剤１００重量部に対して３～３０重量部が好ましく、１０～２
０重量部が更に好ましい。
【００９５】
　上記アクリル系粘着剤層中における重合ロジンの含有量は、少ないと、剪断方向の剥離
応力に対してアクリル系粘着剤層が被着体から容易に剥離してしまうことがあり、或いは
、ポリオレフィン系樹脂成形体に対するアクリル系粘着剤層の粘着性が低下することがあ
り、多いと、アクリル系粘着剤層が硬くなって初期タック性が低下することがあるので、
アクリル系粘着剤１００重量部に対して３～３０重量部が好ましく、５～１５重量部がよ
り好ましい。
【００９６】
　テルペンフェノール樹脂は、フェノールの存在下においてテルペンを重合させて得られ
る樹脂であり、テルペンフェノール樹脂に水添化処理を施してなる水素化テルペンフェノ
ール樹脂は除かれる。上記テルペンフェノール樹脂中の芳香族性を有する環が粘着剤の耐
熱性の向上に寄与していると推測される。そして、アクリル系粘着剤層中にテルペンフェ
ノール樹脂を含有させることによってアクリル系粘着剤層の耐熱性が向上する。
【００９７】
　テルペンフェノール樹脂の軟化点は、低いと、アクリル系粘着剤層の耐熱性が低下して
しまうことがあるので、１４０℃以上が好ましく、高すぎると、アクリル系粘着剤層が硬
くなって粘着力やタックが低下し、更に、アクリル系粘着剤層が、被着体の変形に伴って
生じる剥離応力によって被着体から剥離し易くなり、電子機器用粘着シートの水密性が低
下することがあるので、１４５～１７０℃がより好ましい。なお、上記テルペンフェノー
ル樹脂の軟化点は、ＪＩＳ　Ｋ２２０７に準拠して測定されたものをいう。
【００９８】
　そして、アクリル系粘着剤層中におけるテルペンフェノール樹脂の含有量は、少ないと
、アクリル系粘着剤の耐熱性や粘着力が低下することがあり、多いと、アクリル系粘着剤
が硬くなって粘着力やタックが低下し、更に、アクリル系粘着剤層が、被着体の変形に伴
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って生じる剥離応力によって被着体から剥離し易くなり、電子機器用粘着シートの水密性
が低下することがあるので、アクリル系粘着剤１００重量部に対して３～３０重量部が好
ましく、５～２０重量部がより好ましく、５～１５重量部が特に好ましい。
【００９９】
　粘着付与剤の水酸基価は、３０以上が好ましく、３５～６０がより好ましい。これは、
粘着付与剤の水酸基価が、小さいと、アクリル系粘着剤層が、被着体の変形に伴って生じ
る剥離応力によって被着体から剥離し易くなり、電子機器用粘着シートの水密性が低下す
ることがあり、大きすぎると、後述のように、イソシアネート系架橋剤を添加して粘着剤
を架橋させる場合において、架橋不良が発生することがあるからである。なお、上記粘着
付与剤の水酸基価はＪＩＳ　Ｋ００７０に準拠して測定された値をいう。
【０１００】
　又、アクリル系粘着剤に架橋剤を添加してアクリル系粘着剤を構成する樹脂の主鎖間に
架橋構造を形成するのが好ましい。上記架橋剤としては、特に限定されず、例えば、イソ
シアネート系架橋剤、アジリジン系架橋剤、エポキシ系架橋剤、金属キレート型架橋剤な
どが挙げられ、イソシアネート系架橋剤が好ましい。これは、イソシアネート基と粘着付
与剤中のアルコール性水酸基とが反応して、結果として、アクリル系粘着剤の架橋が緩く
なるためである。従って、アクリル系粘着剤層は、このアクリル系粘着剤層に断続的に加
わる剥離応力を分散させることができる。このため、アクリル系粘着剤層は、被着体の変
形に伴って生じる剥離応力に対し、被着体からの剥離耐性がより向上し、結果として、電
子機器用粘着シートの水密性を向上させることができるからである。
【０１０１】
　アクリル系粘着剤の架橋度は、高くても低くても、アクリル系粘着剤層が被着体の変形
に伴って生じる剥離応力によって被着体から剥離し易くなり、アクリル系粘着剤層の水密
性が低下することがあるので、５～４０重量％が好ましく、１０～４０重量％がより好ま
しく、１５～３５重量％が特に好ましい。
【０１０２】
　ここで、アクリル系粘着剤の架橋度の測定方法としては、アクリル系粘着剤をＷ5ｇ採
取し、このアクリル系粘着剤を酢酸エチル中に２３℃にて２４時間浸漬して不溶解分を２
００メッシュの金網で濾過し、金網上の残渣を真空乾燥して乾燥残渣の重量を測定し（Ｗ

6ｇ）、下記式により算出する。
　架橋度（重量％）＝１００×Ｗ6／Ｗ5

【０１０３】
　又、アクリル系粘着剤には、必要に応じて、可塑剤、乳化剤、軟化剤、充填剤、顔料、
染料などの添加剤が含有されていてもよい。
【０１０４】
　次に、本発明の電子機器用粘着シートの製造方法について説明する。電子機器用粘着シ
ートの製造方法としては、架橋ポリオレフィン系樹脂発泡シートの片面又は両面に、アク
リル系粘着剤及び粘着付与剤を含有するアクリル系粘着剤組成物を塗布して乾燥させてア
クリル系粘着剤層を積層一体化させる方法、離型紙の離型処理面上にアクリル系粘着剤組
成物を塗布して乾燥させてアクリル系粘着剤層を形成し、このアクリル系粘着剤層を架橋
ポリオレフィン系樹脂発泡シートの片面又は両面に転写して積層一体化させる方法が挙げ
られる。
【０１０５】
　架橋ポリオレフィン系樹脂発泡シートの片面又は両面にアクリル系粘着剤組成物を塗布
する方法としては、特に限定されないが、例えば、架橋ポリオレフィン系樹脂発泡シート
の片面又は両面にコーターなどの塗工機を用いてアクリル系粘着剤組成物を塗布する方法
、架橋ポリオレフィン系樹脂発泡シートの片面又は両面にスプレーを用いてアクリル系粘
着剤組成物を噴霧、塗布する方法、架橋ポリオレフィン系樹脂発泡シートの片面又は両面
に刷毛を用いてアクリル系粘着剤組成物を塗布する方法などが挙げられる。
【０１０６】
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　そして、電子機器用粘着シートの９０°剥離強度は、小さいと、電子機器用粘着シート
の水密性が低下することがあるので、１５Ｎ／１０ｍｍ以上が好ましく、２５Ｎ／１０ｍ
ｍ以上がより好ましく、上限が６０Ｎ／１０ｍｍであることが好ましい。なお、電子機器
用粘着シートの９０°剥離強度はＪＩＳ　Ｚ０２３７に準拠して測定された値をいう。
【０１０７】
　電子機器用粘着シートの９０°剥離強度は、アクリル系粘着剤を構成しているアクリル
酸ブチル成分、アクリル酸２－エチルヘキシル成分及び分子内にビシクロ環構造を有する
ラジカル重合性モノマー成分の含有量、並びに、アクリル系粘着剤に対する粘着付与剤の
含有量を調整することによって制御することができる。
【０１０８】
　具体的には、アクリル酸ブチル成分４０～５０重量％、アクリル酸２－エチルヘキシル
成分３０～４０重量％及び分子内にビシクロ環構造を有するラジカル重合性モノマー成分
１０～２５重量％を含有するアクリル系粘着剤１００重量部と、粘着付与剤２０～３５重
量部とを含有するアクリル系粘着剤を用いることによって、電子機器用粘着シートの９０
°剥離強度を１５Ｎ／１０ｍｍ以上に調整することができる。
【０１０９】
　４０℃の水中に１２０分間に亘って浸漬した電子機器用粘着シートにおけるＪＩＳ　Ｚ
０２３７に準拠した９０°剥離強度は、小さいと、電子機器用粘着シートの水密性が低下
することがあるので、１５Ｎ／１０ｍｍ以上が好ましく、２５Ｎ／１０ｍｍ以上がより好
ましく、上限が６０Ｎ／１０ｍｍであることが好ましい。
【０１１０】
　４０℃の水中に１２０分間に亘って浸漬した電子機器用粘着シートにおけるＪＩＳ　Ｚ
０２３７に準拠した９０°剥離強度は、アクリル系粘着剤を構成しているアクリル酸ブチ
ル成分、アクリル酸２－エチルヘキシル成分及び分子内にビシクロ環構造を有するラジカ
ル重合性モノマー成分の含有量、並びに、アクリル系粘着剤に対する粘着付与剤の含有量
を調整することによって制御することができる。
【０１１１】
　具体的には、アクリル酸ブチル成分４０～５０重量％、アクリル酸２－エチルヘキシル
成分３０～４０重量％及び分子内にビシクロ環構造を有するラジカル重合性モノマー成分
１０～２５重量％を含有するアクリル系粘着剤１００重量部と、粘着付与剤２０～３５重
量部とを含有するアクリル系粘着剤を用いることによって、４０℃の水中に１２０分間に
亘って浸漬した電子機器用粘着シートにおけるＪＩＳ　Ｚ０２３７に準拠した９０°剥離
強度を１５Ｎ／１０ｍｍ以上に調整することができる。
【０１１２】
　５重量％で且つ２５℃の界面活性剤水溶液中に１２０分間に亘って浸漬した電子機器用
粘着シートにおけるＪＩＳ　Ｚ０２３７に準拠した９０°剥離強度は、小さいと、電子機
器用粘着シートの水密性が低下することがあるので、１０Ｎ／１０ｍｍ以上が好ましく、
２５Ｎ／１０ｍｍ以上がより好ましく、上限が６０Ｎ／１０ｍｍであることが好ましい。
【０１１３】
　５重量％で且つ２５℃の界面活性剤水溶液中に１２０分間に亘って浸漬した電子機器用
粘着シートにおけるＪＩＳ　Ｚ０２３７に準拠した９０°剥離強度は、アクリル系粘着剤
を構成しているアクリル酸ブチル成分、アクリル酸２－エチルヘキシル成分及び分子内に
ビシクロ環構造を有するラジカル重合性モノマー成分の含有量、並びに、アクリル系粘着
剤に対する粘着付与剤の含有量を調整することによって制御することができる。
【０１１４】
　具体的には、アクリル酸ブチル成分４０～５０重量％、アクリル酸２－エチルヘキシル
成分３０～４０重量％及び分子内にビシクロ環構造を有するラジカル重合性モノマー成分
１０～２５重量％を含有するアクリル系粘着剤１００重量部と、粘着付与剤２０～３５重
量部とを含有するアクリル系粘着剤を用いることによって、５重量％で且つ２５℃の界面
活性剤水溶液中に１２０分間に亘って浸漬した電子機器用粘着シートにおけるＪＩＳ　Ｚ
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０２３７に準拠した９０°剥離強度を１０Ｎ／１０ｍｍ以上に調整することができる。
【０１１５】
　９９．５重量％で且つ２５℃のエチルアルコール水溶液中に１２０分間に亘って浸漬し
た電子機器用粘着シートにおけるＪＩＳ　Ｚ０２３７に準拠した９０°剥離強度は、小さ
いと、電子機器用粘着シートの水密性が低下することがあるので、１０Ｎ／１０ｍｍ以上
が好ましく、１２Ｎ／１０ｍｍ以上がより好ましく、上限が４０Ｎ／１０ｍｍであること
が好ましい。
【０１１６】
　９９．５重量％で且つ２５℃のエチルアルコール水溶液中に１２０分間に亘って浸漬し
た電子機器用粘着シートにおけるＪＩＳ　Ｚ０２３７に準拠した９０°剥離強度は、アク
リル系粘着剤を構成しているアクリル酸ブチル成分、アクリル酸２－エチルヘキシル成分
及び分子内にビシクロ環構造を有するラジカル重合性モノマー成分の含有量、並びに、ア
クリル系粘着剤に対する粘着付与剤の含有量を調整することによって制御することができ
る。
【０１１７】
　具体的には、アクリル酸ブチル成分４０～５０重量％、アクリル酸２－エチルヘキシル
成分３０～４０重量％及び分子内にビシクロ環構造を有するラジカル重合性モノマー成分
１０～２５重量％を含有するアクリル系粘着剤１００重量部と、粘着付与剤２０～３５重
量部とを含有するアクリル系粘着剤を用いることによって、９９．５重量％で且つ２５℃
のエチルアルコール水溶液中に１２０分間に亘って浸漬した電子機器用粘着シートにおけ
るＪＩＳ　Ｚ０２３７に準拠した９０°剥離強度を１０Ｎ／１０ｍｍ以上に調整すること
ができる。
【０１１８】
　３．５重量％で且つ２５℃の食塩水中に１２０分間に亘って浸漬した電子機器用粘着シ
ートにおけるＪＩＳ　Ｚ０２３７に準拠した９０°剥離強度は、小さいと、電子機器用粘
着シートの水密性が低下することがあるので、１５Ｎ／１０ｍｍ以上が好ましく、２５Ｎ
／１０ｍｍ以上がより好ましく、上限が６０Ｎ／１０ｍｍであることが好ましい。
【０１１９】
　３．５重量％で且つ２５℃の食塩水中に１２０分間に亘って浸漬した電子機器用粘着シ
ートにおけるＪＩＳ　Ｚ０２３７に準拠した９０°剥離強度は、アクリル系粘着剤を構成
しているアクリル酸ブチル成分、アクリル酸２－エチルヘキシル成分及び分子内にビシク
ロ環構造を有するラジカル重合性モノマー成分の含有量、並びに、アクリル系粘着剤に対
する粘着付与剤の含有量を調整することによって制御することができる。
【０１２０】
　具体的には、アクリル酸ブチル成分４０～５０重量％、アクリル酸２－エチルヘキシル
成分３０～４０重量％及び分子内にビシクロ環構造を有するラジカル重合性モノマー成分
１０～２５重量％を含有するアクリル系粘着剤１００重量部と、粘着付与剤２０～３５重
量部とを含有するアクリル系粘着剤を用いることによって、３．５重量％で且つ２５℃の
食塩水中に１２０分間に亘って浸漬した電子機器用粘着シートにおけるＪＩＳ　Ｚ０２３
７に準拠した９０°剥離強度を１５Ｎ／１０ｍｍ以上に調整することができる。
【０１２１】
　次に、本発明の電子機器用粘着シートの使用要領について説明する。本発明の電子機器
用粘着シートは、そのアクリル系粘着剤層によって、優れた接着性を有しており、被着体
との界面において優れた水密性を有している。更に、本発明の電子機器用粘着シートは、
その架橋ポリオレフィン系樹脂発泡シートは独立気泡発泡シートであるので水密性に優れ
且つ柔軟であるので耐衝撃吸収性にも優れている。
【０１２２】
　従って、本発明の電子機器用粘着シートは、電子機器の部品間の隙間を水密状態に確実
に閉塞することができると共に、電子機器に加わる衝撃を円滑に吸収し電子機器全体に大
きな衝撃が加わるのを防止することができる。なお、電子機器としては、例えば、携帯電
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話、携帯用ＤＶＤ再生機、携帯用ゲーム機、パーソナルコンピューターなどが挙げられる
。
【０１２３】
　特に、携帯電話の表示パネルとこの表示パネル上に配設されている透明保護板との間の
隙間に本発明の電子機器用粘着シートを介在させることによって、表示パネルと透明保護
板との対向面間の隙間を確実に水密状態に閉塞することができると共に、携帯電話に加わ
った衝撃を電子機器用粘着シートが円滑に吸収し、携帯電話内の部品や部材に加わる衝撃
をできるだけ小さくすることができる。
【発明の効果】
【０１２４】
　本発明の電子機器用粘着シートは、上述の如き構成を有しているので、優れた粘着性及
び水密性を有している。更に、本発明の電子機器用粘着シートは、耐衝撃吸収性、特に、
低温における耐衝撃吸収性を有している。従って、電子機器内に水が浸入するのを確実に
防止することができると共に電子機器に加わる衝撃を広い温度範囲において円滑に吸収し
て電子機器が破損するのを防止することができる。
【発明を実施するための形態】
【０１２５】
　以下に実施例を挙げて本発明の態様を更に詳しく説明するが、本発明はこれら実施例に
のみ限定されるものではない。
【０１２６】
（実施例１）
　温度計、攪拌機、冷却管を備えた反応器を用意し、この反応器内に、イソボルニルアク
リレート１０重量部、アクリル酸ブチル４３重量部、アクリル酸２－エチルヘキシル３５
重量部及びイタコン酸２重量部と、酢酸エチル７０重量部とを加えた後、反応器を加熱し
て還流を開始した。
【０１２７】
　続いて、上記反応器内に、上記モノマーの総量１００重量部に対して、重合開始剤とし
て１，１－ビス（ｔ－ヘキシルパーオキシ）－３，３，５－トリメチルシクロヘキサン０
．０１重量部及び連鎖移動剤としてドデシルメルカプタン０．０１重量部となるように添
加し、還流下で重合を開始させた。次に、重合開始から１時間後及び２時間後にも、１，
１－ビス（ｔ－ヘキシルパーオキシ）－３，３，５－トリメチルシクロヘキサンを０．０
１重量部ずつ添加し、更に、重合開始から４時間後にｔ－ヘキシルパーオキシピバレート
を０．０５重量部添加して重合反応を継続させた。そして、重合開始から８時間後に、反
応器内に酢酸エチルを加えて希釈しながら冷却することにより、固形分３０重量％のアク
リル系粘着剤を含有するアクリル系粘着剤溶液を得た。
【０１２８】
　上記アクリル系粘着剤溶液に、アクリル系粘着剤固形分１００重量部に対して、ロジン
エステル樹脂（荒川化学社製、水酸基価：３８～４７、軟化点：９４～１０４℃）１４重
量部、重合ロジン（荒川化学社製、水酸基価：３８～４７）１０重量部及びテルペンフェ
ノール樹脂（ヤスハラケミカル社製　商品名「マイティエース１５０」、軟化点：１４５
～１５５℃）１０重量部を添加し、酢酸エチルを加えて攪拌し、更に、イソシアネート系
架橋剤（日本ポリウレタン社製　商品名「コロネートＬ４５」）１．４重量部を添加して
攪拌することにより、固形分２０重量％のアクリル系粘着剤組成物溶液を得た。なお、ア
クリル系粘着剤の架橋度は２５重量％であった。
【０１２９】
　一方、重合触媒として四価の遷移金属を含むメタロセン化合物を用いて得られた直鎖状
低密度ポリエチレン（エクソン・ケミカル社製、商品名「ＥＸＡＣＴ３０２７」、密度：
０．９００ｇ／ｃｍ3、融点：９８℃、軟化点：８５℃）１００重量部、アゾジカルボン
アミド５重量部、２，６－ジ－ｔ－ブチル－ｐ－クレゾール０．３重量部及び酸化亜鉛１
重量部を含有する発泡性ポリオレフィン系樹脂組成物を押出機に供給して１３０℃で溶融
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混練し、幅が２００ｍｍで且つ厚さが０．８ｍｍの長尺状の発泡性ポリオレフィン系樹脂
シートに押出した。
【０１３０】
　次に、上記長尺状の発泡性ポリオレフィン系樹脂シートの両面に加速電圧８００ｋＶの
電子線を５Ｍｒａｄ照射して発泡性ポリオレフィン系樹脂シートを架橋した後、この発泡
性ポリオレフィン系樹脂シートを熱風及び赤外線ヒータにより２５０℃に保持された発泡
炉内に連続的に送り込んで加熱、発泡させた。
【０１３１】
　しかる後、得られた発泡シートを発泡炉から連続的に送り出した後、この発泡シートを
その両面の温度が２００～２５０℃となるように維持した状態で、そのＣＤに延伸倍率３
倍で延伸させると共に、発泡性ポリオレフィン系樹脂シートの発泡炉への送り込み速度（
供給速度）よりも速い巻取速度でもって発泡シートを巻き取ることによって発泡シートを
延伸倍率３倍でＭＤに延伸させて、発泡シートの気泡をＣＤ及びＭＤに延伸して変形させ
、幅１０５０ｍｍ、厚み０．１ｍｍ、架橋度２５重量％、発泡倍率４．７倍の架橋ポリオ
レフィン系樹脂発泡シートを得た。
【０１３２】
　得られた架橋ポリオレフィン系樹脂発泡シートの両面にアクリル系粘着剤組成物溶液を
乾燥後の厚みが５０μｍになるよう塗布し、１０５℃で５分間に亘って乾燥させて、架橋
ポリオレフィン系樹脂発泡シートの両面のそれぞれに厚みが５０μｍのアクリル系粘着剤
層を積層一体化して電子機器用粘着シートを得た。
【０１３３】
（実施例２）
　イソボルニルアクリレートを１０重量部の代わりに１８重量部としたこと、ロジンエス
テル樹脂を用いなかったこと、ドデシルメルカプタンをモノマーの総量１００重量部に対
して０．０５重量部となるように調整したこと以外は実施例１と同様にして電子機器用粘
着シートを得た。
【０１３４】
（実施例３）
　反応器内に、イソボルニルアクリレート２０重量部、アクリル酸ブチル４３重量部、ア
クリル酸２－エチルヘキシル３５重量部及びイタコン酸２重量部と、酢酸エチル７０重量
部とを加えたこと以外は実施例１と同様にして電子機器用粘着シートを得た。
【０１３５】
（実施例４）
　イソボルニルアクリレートを１０重量部の代わりに２３重量部としたこと、ドデシルメ
ルカプタンをモノマーの総量１００重量部に対して０．０５重量部となるように調整した
こと以外は実施例１と同様にして電子機器用粘着シートを得た。
【０１３６】
（実施例５）
　イソボルニルアクリレートを１０重量部の代わりに２５重量部としたこと以外は実施例
１と同様にして電子機器用粘着シートを得た。
【０１３７】
（比較例１）
　ドデシルメルカプタンをモノマーの総量１００重量部に対して０．０５重量部となるよ
うに調整したこと以外は実施例３と同様にして作製したアクリル系粘着剤溶液に、アクリ
ル系粘着剤固形分１００重量部に対して、重合ロジン（荒川化学社製、水酸基価：３８～
４７）１重量部及びテルペンフェノール樹脂（ヤスハラケミカル社製　商品名「マイティ
エース１５０」、軟化点：１４５～１５５℃）１重量部を添加し、酢酸エチルを加えて攪
拌し、更に、イソシアネート系架橋剤（日本ポリウレタン社製　商品名「コロネートＬ４
５」）１．４重量部を添加して攪拌することにより、固形分２０重量％のアクリル系粘着
剤組成物溶液を得たこと以外は実施例１と同様にして電子機器用粘着シートを得た。なお
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、アクリル系粘着剤の架橋度は３０重量％であった。
【０１３８】
（比較例２）
　実施例３と同様にして作製したアクリル系粘着剤溶液に、アクリル系粘着剤固形分１０
０重量部に対して、ロジンエステル樹脂（荒川化学社製、水酸基価：３８～４７、軟化点
：９４～１０４℃）５０重量部及びテルペンフェノール樹脂（ヤスハラケミカル社製　商
品名「マイティエース１５０」、軟化点：１４５～１５５℃）４０重量部を添加し、酢酸
エチルを加えて攪拌し、更に、イソシアネート系架橋剤（日本ポリウレタン社製　商品名
「コロネートＬ４５」）１．４重量部を添加して攪拌することにより、固形分２０重量％
のアクリル系粘着剤組成物溶液を得たこと以外は実施例１と同様にして電子機器用粘着シ
ートを得た。なお、アクリル系粘着剤の架橋度は３０重量％であった。
【０１３９】
　得られた電子機器用粘着シートの水密性Ａ，Ｂ、耐衝撃性、低温耐衝撃性、加工性及び
粘着力試験を下記の要領で測定し、その結果を表１に示した。又、得られた電子機器用粘
着シートの架橋ポリオレフィン系樹脂発泡シートにおいて、気泡のアスペクト比（ＭＤの
平均気泡径／ＣＤの平均気泡径）、気泡のアスペクト比（ＣＤの平均気泡径／ＶＤの平均
気泡径）、独立気泡率、を測定し、その結果を表１に示した。
【０１４０】
（水密性Ａ）
　電子機器用粘着シートから外径が６０ｍｍで且つ内径が５０ｍｍのリング状に電子機器
用粘着シートの全厚みに亘って打ち抜いて試験片を得た。
【０１４１】
　上記試験片を２枚の互いに平行なアクリル樹脂板間に挟み、試験片の圧縮率が１０％に
なるように、即ち、試験片の圧縮後の厚みが圧縮前の厚みの１０％となるように、試験片
をその厚み方向に２枚のアクリル樹脂板で圧縮した。
【０１４２】
　２枚のアクリル樹脂板のうちの一方のアクリル樹脂板には、試験片の中心部に対応する
部分に貫通孔が開いており、この貫通孔より、２枚のアクリル樹脂板の対向面と試験片と
で囲まれた空間内に水を満たし、更に、１０ｋＰａの圧力をかけた状態でＪＩＳ　Ｃ０９
２０　ＩＰＸ７に準拠して漏水が始まるまでの時間を評価した。
【０１４３】
（耐衝撃性）
　一辺が１００ｍｍの平面正方形状で且つ厚さが２ｍｍの鉄板を２枚準備した。電子機器
用粘着シートから一辺が５０ｍｍの平面正方形状の試験片を切り出し、下側鉄板の上面中
央部に試験片を貼着し、この試験片上に他方の鉄板を上側鉄板として載置した。
【０１４４】
　次に、上下鉄板で試験片をその厚みが４０％となるように圧縮した。重さ１５ｇの鉄球
に衝撃ピックアップ装置を取り付けた。上側鉄板上にこの上側鉄板の中央部から垂直上方
に１０ｍｍだけ離れた位置より上記鉄球を自然落下させて衝撃加速度を衝撃ピックアップ
装置で測定し、衝撃加速度の正の最大値の絶対値と、負の最大値の絶対値とを相加平均し
た値を衝撃加速度１とした。
【０１４５】
　一方、上記下側鉄板上に試験片及び上側鉄板を載置させない状態で、下側鉄板上にこの
下側鉄板の中央部から垂直上方に１０ｍｍだけ離れた位置より重さ１５ｇの鉄球を自然落
下させて衝撃加速度を衝撃ピックアップ装置で測定し、衝撃加速度の正の最大値の絶対値
と、負の最大値の絶対値とを相加平均した値を衝撃加速度２とした。
【０１４６】
　上述の要領で測定した衝撃加速度１、２から衝撃吸収率を以下の式に基づいて算出し、
下記基準にて評価した。なお、衝撃吸収率が大きいほど電子機器用粘着シートは衝撃吸収
性に優れている。
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　衝撃吸収率（％）＝１００×〔（衝撃加速度２－衝撃加速度１）／衝撃加速度２〕
【０１４７】
　良：衝撃吸収率が４０％以上であった。
　不可：衝撃吸収率が４０％未満であった。
【０１４８】
（低温耐衝撃性）
　電子機器用粘着シートから縦１００ｍｍ×横５０ｍｍの平面長方形状の試験片を切り出
した。縦１００ｍｍ×横５０ｍｍの平面長方形状で且つ厚みが２ｍｍのポリカーボネート
樹脂板Ａと、重さが９０ｇで且つ縦１００ｍｍ×横５０ｍｍの平面長方形状の金属板とを
用意した。
【０１４９】
　次に、金属板の一面にポリカーボネート樹脂板Ａを完全に重なり合う様にして接着剤を
用いて積層一体化させた。そして、ポリカーボネート樹脂板Ａの一面に、電子機器用粘着
シートをそのアクリル系粘着剤層がポリカーボネート樹脂板Ａに対向した状態となるよう
に重ね合わせ、１．０１×１０5Ｐａの圧力で電子機器用粘着シートをポリカーボネート
樹脂板に向かって３秒間に亘って押圧することによって、ポリカーボネート樹脂板Ａの一
面に電子機器用粘着シートを貼り合わせた。
【０１５０】
　更に、縦１００ｍｍ×横５０ｍｍの平面長方形状で且つ厚みが２ｍｍのポリカーボネー
ト樹脂板Ｂを用意し、このポリカーボネート樹脂板Ｂを電子機器用粘着シートの架橋ポリ
オレフィン系樹脂発泡シートの一面に完全に重なり合う様に積層し、ポリカーボネート樹
脂板Ｂの一面から釘を突き刺すことによって、架橋ポリオレフィン系樹脂発泡シートとポ
リカーボネート樹脂板Ｂとを一体化させて試験体を作製した。なお、釘は、電子機器用粘
着シートの架橋ポリオレフィン系樹脂発泡シートを貫通しないように調整した。
【０１５１】
　しかる後、試験体を－２０℃にて３時間に亘って放置した後、試験体を高さ１．５ｍか
ら水平面上に自然落下させ、試験体において、ポリカーボネート樹脂板Ａと、電子機器用
粘着シートのアクリル系粘着剤層との界面における剥離を目視観察した。
【０１５２】
　ポリカーボネート樹脂板Ａと、電子機器用粘着シートのアクリル系粘着剤層との界面に
おいて剥離が発生していない場合には、試験体を再度、高さ１．５ｍから水平面上に自然
落下させ、ポリカーボネート樹脂板Ａと、電子機器用粘着シートのアクリル系粘着剤層と
の界面において剥離が生じるまで、上述と同様の要領で試験体の自然落下を繰返し、ポリ
カーボネート樹脂板Ａと、電子機器用粘着シートのアクリル系粘着剤層との界面において
剥離が生じるまでの試験体の落下回数を測定した。なお、ポリカーボネート樹脂板Ａと、
電子機器用粘着シートのアクリル系粘着剤層との界面において僅かでも剥離が見られた場
合には、「剥離が生じている」とした。
【０１５３】
（加工性）
　電子機器用粘着シートの双方のアクリル系粘着剤層上に厚みが１６０μｍのポリエチレ
ンテレフタレートフィルムを貼着した後、電子機器用粘着シートを幅２ｍｍ、長さ５０ｍ
ｍの短冊状に打ち抜き、電子機器用粘着シートを綺麗に打ち抜き加工できるか否かを下記
基準にて評価した。
優：打ち抜き加工した後にアクリル系粘着剤層同士がくっつかない
良：打ち抜き加工した後にアクリル系粘着剤層同士が一部くっついて持ち上がる
不可：打ち抜き加工した後にアクリル系粘着剤層同士が完全に融着していた。
【０１５４】
（粘着力試験）
　得られた電子機器用粘着シートを２５ｍｍ幅の短冊状に裁断した試験片を３つ作製した
。上記試験片をそれぞれ、ポリカーボネート樹脂（ＰＣ）板、ポリイミド樹脂（ＰＩ）板
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リル系粘着剤層が各種貼着板にそれぞれ対向した状態となるように載せた後、試験片上に
３００ｍｍ／分の速度で２ｋｇのゴムローラを一往復させることにより、試験片と各種貼
着板とをそれぞれ貼着させ、その後２３℃で３０分静置して試験体を作製した。そして、
これらの試験体について、ＪＩＳ　Ｚ０２３７に準じて、剥離速度３００ｍｍ／分で１８
０°方向の引張試験を行い、各種貼着板に対する粘着力（Ｎ／２５ｍｍ）を測定した。な
お、試験片の他方のアクリル系粘着剤層上には剥離紙が貼着されていた。
【０１５５】
（水密性Ｂ）
　電子機器用粘着シートの９０°剥離強度をＪＩＳ　Ｚ０２３７に準拠して測定した。な
お、表１、２において、水密性Ｂの「未浸漬」の欄に測定結果を記載した。
【０１５６】
　４０℃の水中に１２０分間に亘って浸漬した直後の電子機器用粘着シートの９０°剥離
強度をＪＩＳ　Ｚ０２３７に準拠して測定した。なお、表１において、水密性Ｂの「４０
℃水」の欄に測定結果を記載した。
【０１５７】
　プロクター・アンド・ギャンブル・ジャパン社から商品名「ジョイ」で市販されている
界面活性剤水溶液（アルキルエーテル硫酸エステルナトリウム、アルキルアミンオキシド
及びポリオキシエチレンアルキルエーテルの混合物３７重量％の水溶液）を水で希釈して
、５重量％で且つ２５℃の界面活性剤水溶液を作製し、この界面活性剤水溶液中に１２０
分間に亘って浸漬した直後の電子機器用粘着シートの９０°剥離強度をＪＩＳ　Ｚ０２３
７に準拠して測定した。なお、表１において、水密性Ｂの「界面活性剤」の欄に測定結果
を記載した。
【０１５８】
　９９．５重量％で且つ２５℃のエチルアルコール水溶液中に１２０分間に亘って浸漬し
た直後の電子機器用粘着シートの９０°剥離強度をＪＩＳ　Ｚ０２３７に準拠して測定し
た。なお、表１において、水密性Ｂの「エチルアルコール」の欄に測定結果を記載した。
【０１５９】
　３．５重量％で且つ２５℃の食塩水中に１２０分間に亘って浸漬した電子機器用粘着シ
ートの９０°剥離強度をＪＩＳ　Ｚ０２３７に準拠して測定した。なお、表１において、
水密性Ｂの「食塩水」の欄に測定結果を記載した。
【０１６０】
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【表１】
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